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Investigating Effect of Elementary School Organization  
for Being Submitted a Request for a Leave 
 
























水準であるとされる １ 。 
表１：精神疾患による病気休職者数推移
年度 H20 H21 H22 H23 H24 






















　　　  　論　文　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
小学校教員の休暇取得に関する学校組織要因の分析　（波多江　俊介）






















































回収結果 回収票数 回収率 
小学校
管理職 237 /  260 91.2% 
教員 1,503 / 2,260 66.5% 





































































ケーション] ４ ）。 
また、「所属校の学級数[学校規模]」項目も分
析に用いる。さらに、学校レベルでの[管理職へ





















項目 度数 M SD 
年休の取りやすさ 1484 2.80 0.85 
年齢 1499 2.84 1.21 
補職ダミー 1476 0.05 0.22 
校務分掌ダミー 1339 0.31 0.46 
学級規模 1162 2.97 1.17 
学年規模 1502 1.84 1.41 
専科配置ダミー 1503 0.58 0.49 
管理職への相談しや
すさ 1489 3.26 0.70 
校長からのコミュニ
ケーション 1480 3.39 0.51 
副校長・教頭からの
コミュニケーション 1480 3.32 0.55 
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表４：>年休の取りやすさ@を被説明変数とするマルチレベル分析結果
パラメータ 係数 標準誤差 
切片 2.561 ** 0.140 
教員レベル（個人レベル） 
年齢 0.025  0.024 
補職ダミー 0.572   0.311 
校務分掌ダミー 0.052   0.065 
専科配置ダミー -0.014  0.070 
学級規模 -0.003   0.027 
学年規模 0.062   0.041 
管理職への相談しやすさ 0.239 ** 0.044 
学校レベル（集団レベル） 
管理職への相談しやすさ 0.341 ** 0.112 
校長からのコミュニケーション 0.011  0.065 
副校長・教頭からのコミュニケーション 0.172 ** 0.056 
学校規模 -0.001  0.009 
クロスレベル（個人レベル×集団レベル） 
管理職への相談しやすさ×学校規模 0.019 * 0.009 
管理職への相談しやすさ×校長からのコミュニケーション 0.165 * 0.084 
管理職への相談しやすさ×副校長・教頭からのコミュニケーション -0.154  0.082 
教員レベルの誤差 0.640 ** 0.031 
学校レベルの誤差 0.027  0.015 
ICC 0.040 
-2 対数尤度 2235.576 
AIC 2269.576 
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Note. N = 922（個人レベル）、127（集団レベル）、 **ｐ<.01; *ｐ<.05. 
〈論 文〉 
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引き続き課題としたい。 
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